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1．第 1 次短期調査員の派遣

1 － 1　調査員派遣の経緯と目的

トルコ共和国（以下、「トルコ」と記す）は、地中海、マルマラ海及び黒海に面し、かつ黒海と地

中海をつなぐボスポラス海峡をもっており、海運は同国の重要な産業になっている。また、今後

中央アジア諸国からパイプラインで輸出された石油を、黒海から海路で輸送する計画もあり、同

海域の海上交通は激増が見込まれている。このため船舶の航行安全確保の重要性は更に増すと予

想される。船舶事故の多くは人的原因によるものであり、事故防止のための船員教育の重要性は

高い。しかしながら、現在のトルコ人船員数約7 万人（オフィサー1 万 2,500 人、部員5 万7,500 人）

のうち、82％を占める部員のほとんどが十分な海事教育を受けておらず、同国にとって海運振興

と船舶安全航行を実現する海事教育の充実は緊急課題となっている。こうした背景の下、トルコ

は船員教育を実施しているイスタンブール工科大学海事学部（ITUMF）及び海事安全訓練センター

（MSTC）に対するプロジェクト方式技術協力を、我が国に要請してきた。

これを受けて国際協力事業団は 1998 年 4 月、事前調査団を派遣して、トルコ側管轄官庁、実施

機関及び海運会社等から、トルコの海運状況に係る多くの資料を入手するとともに、同国におけ

る本セクターへのプロジェクト方式技術協力のニーズ並びにトルコ側の意欲の高さを確認した。同

時に、実施機関となる ITUMF についてはプロジェクト方式技術協力を受け入れる体制も十分に

整っていることから、協力内容を更に検討し、技術協力の早期実施に向けて双方が努力する方向

で合意し、ミニッツの署名を取り交わした。

事前調査における合意内容は、① ITUMF とMSTC をプロジェクト方式技術協力の実施機関と

し、②プロジェクト目標を「ITUMF の学部教育向上と、MSTC で実施する訓練コースの向上」、と

することであった。また同調査では、トルコ側が航海、機関、船舶通航管制情報システム（VTS）

に対する技術協力を求めていることが確認された。しかしながら、「船員の訓練、資格証明及び当

直の基準に関する国際条約（STCW95）」の基準を満たす学部教育・訓練コース実施のために、ど

のような活動が計画され、日本に対してはどのような協力を求めているのかを、更に調査する必

要があった。

今回の短期調査では、事前調査で行ったプロジェクト・サイクル・マネージメント（PCM）ワー

クショップ（目的分析まで終了）に続いて、引き続き PCM ワークショップを開催し、プロジェク

ト・デザイン・マトリックス（PDM）及び活動計画（PO）案を作成してトルコ側の要請内容を整

理し、その内容について ITUMF 及びその他関係機関と協議することを目的とする。

本短期調査の主な調査内容、項目は以下のとおりである。
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（1）PDM 及びマスタープラン作成

1）ITUMF、MSTC におけるプロジェクト PO の作成

2）機関、航海、VTS の各分野における PO の作成

3）日本側投入内容（専門家の派遣、研修員受入れ、機材供与）に係る計画の作成

（2）活動計画に関する関係機関〔海事庁（UMA）、国家計画庁〕との協議

1）ワークショップ結果説明、ITUMF における協議結果説明

2）各関係機関の本プロジェクトに対する協力体制の確認

3）ITUMF から提案された日本側投入内容（専門家の派遣、研修員受入れ、機材供与）案に対

する投入の規模及びスケジュール等の協議

1 － 2　調査員の構成

（1）参加型計画 池田　高治 アイ・シー・ネット株式会社コンサルティング部研究員

（2）協力企画 村瀬　憲昭 JICA 社会開発協力部社会開発協力第二課
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1 － 3　調査日程

日順

10/31

11/  1

2

3

4

5

6

7

8

土

日

月

火

水

木

金

土

日

1

2

3

4

5

6

7

8

9

11:30 成田発(NH285)
～16:15ウィーン着

12:15 ウィーン発(OS8741)
～15:30 イスタンブール着

イスタンブール

　　〃

　　〃

16:30 イスタンブール発(TK136)
～17:30 アンカラ着

アンカラ

  7:25 アンカラ発(SR8577)
～9:55 チューリヒ着

12:50 チューリヒ発(JL454)～

～8:30 成田着

移動

移動

午前：本調査の目的説明
事前調査でのワークショップ分析結果説明
ITUMFサー（Osman SAG）学部長、山本主任講師
とのワークショップ実施に係る打合せ

午後：ワークショップ（目的分析系図の修正）

午前：PDM作成

午後：PDM作成

午前：調査員と学部長との打合せ
（質問票各項目に係る問合せ）
POの作成

午後：PDMの作成、POの検討発表

午前：ミニッツ協議・署名・交換

午後：大学校内視察
移動

午前：所轄官庁表敬（UMA、国家計画庁）
午後：JICA事務所への調査結果報告

日本大使館への調査結果報告

移動

移動
 

月日 曜 行　　程 業　務　内　容
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2．要　約

本短期調査員チームは 1998 年 10 月 31 日から 11 月 8 日までの日程でトルコを訪問し、事前調

査時に続く PCM ワークショップを通じて「トルコ海事教育・訓練改善計画」の PDM 案及び活動

計画（PO）案作成にあたるとともに、相手国側とプロジェクトに係る協議を行った。その結果は

ミニッツ（付属資料 1）に取りまとめて署名を取り交わした。

本短期調査における協議の主な内容は以下のとおりである。PDM 案並びにPO 案については、第

3 章で詳説する。

（1）イスタンブール工科大学海事学部（ITUMF）側では「船員の訓練、資格証明及び当直の基準

に関する国際条約（STCW95）」に基づく海事学部教育の改善を優先的に実施したいと考えて

いることが確認された。ただし、海事安全訓練センター（MSTC）においても STCW95 に基

づく実習を実施する必要があるため、MSTC の訓練コースの内容改善についても日本の協力

が必要、との意見が出された。

（2）本プロジェクトで達成されるべき目標は、STCW95 に基づく ITUMF の教育及びMSTC 訓

練コースのレベルの向上であり、そのために必要な日本の海事教育の知識・技術の移転が、

プロジェクトの重要な活動になることを再確認した。

（3）特に ITUMF 側は、STCW95 に基づいて航海、機関、船舶通航管制情報システム（VTS）の

各分野でシミュレーション機材を用いた教育を充実させるため、それらに必要な知識・技術

について、日本側に協力を求めたいと意見を述べた。

（4）シミュレーション機材を担当する ITUMF の教官については、コンピューターの知識がある

教官が各分野それぞれ 4 ～ 5 人ずつ、候補者としてリストアップされていることを以下のと

おり確認した。

・操船シミュレーター（計 5 名）

リーダー：Nusret Belirdi

担当教官：Sitki Ustaoglu, Tanzer Satir, Cemil Yurtoren, Baris Tozar

・機関室シミュレーター（計 5 名）

リーダー：Oguz Salim Soguf

担当教官：Ali Kusoglu, Dehaer, Aydin Ercan, Cengiz Deniz
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・船舶通航管制情報システム（VTS）シミュレーター（計 4 名）

リーダー：Demir Sindel

担当教官：Ozkan Poyraz, Munip Bas, Ali Comert

各分野のリーダーを除く全候補者は、若手教官で修士課程修了以上の学歴があり、かつコ

ンピューターの基礎知識がある者との説明があった。また、シミュレーション機材を入れる

ための施設については既に ITUMF 側で機材を入れるためのスペースを学部敷地内の施設に

用意していることを確認した（付属資料 3 参照）。

（5）トルコ海峡における国際海事機関（IMO）のVTS プロジェクトについては、2000 年 1 月ま

でにアメリカ合衆国等の支援を得て、トルコ海峡にVTS ステーションを設置することが IMO

の会議で確認されている。VTS ステーションの工事は本調査時には開始されていなかったが、

ITUMF のサー学部長の説明によると、VTS オペレーターの養成が ITUMF に求められてい

るとのことである。しかしながら、現在のところ ITUMF 側には、VTS オペレーター養成の

ためのカリキュラムを作成するノウハウがなく、また実習で使用する機材がないため、オペ

レーター養成の準備が全く進んでいないとのことであった。VTS オペレーターの養成につい

ては STCW95 の Resolution 10 に記されており、重要な分野でもあることから、VTS オペ

レーターの養成を本プロジェクトの重点活動項目と位置づけ、特に日本に対しては養成コー

スカリキュラム作成等に係る協力を求めたいとの要望が出された。今後、IMO の VTS プロ

ジェクトの進捗状況を確認するとともに、具体的にどの程度の VTS オペレーターの養成が

ITUMF に求められているか確認する必要がある。

（6）ITUMF の国際交流については、1998 年から神戸商船大学及びGDYNA University（ポーラ

ンド）との学術交流が開始された。今後双方の学生や教官の交流が予定されているが、交流

のための十分な予算が確保されているとはいいがたい面がある。また、1994 年から

Constanta University（ルーマニア）との国際交流が実施されているが、詳しい実績について

は今後確認する必要がある。そのほかにもエジプトやアメリカ合衆国の海事関係教育機関と

の交流があるとのことであったが、現在は活発な交流は行われていない。
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3．PCM ワークショップ

3 － 1　概　要

事前調査における参加者分析・問題分析・目的分析の結果を受け、3 日間にわたるワークショッ

プを行い、アプローチの決定、PDM、活動計画（PO）表の作成を行った（PDM と PO については、

プロジェクト開始までに、重ねて詳細部分の検討を行うこととした）。

ワークショップの結果、以下の事項が決定された。

（1）プロジェクト目標は「トルコ船員への教育・再訓練・認定制度が『船員の訓練、資格証明及

び当直の基準に関する国際条約（STCW95）』に即して行われるようになること」である。そ

れは、上位目標である「トルコ商船の航行の安全性が高まる」ことの最大の条件で、トルコ

船員の人的な向上であることを踏まえている。

（2）プロジェクト目標達成のためには、少なくとも次の 3 つのアプローチにより対策が講じられ

なければならない。3 つのアプローチは互いに密接に関連しているが、イスタンブール工科

大学海事学部（ITUMF）と日本のプロジェクトの最重要課題は 1）のアプローチである。

1）ITUMF におけるオフィサー候補への教育向上アプローチ

2）海事安全訓練センター（MSTC）における既存の船員教育改善アプローチ

3）船舶通航管制情報システム（VTS）スタッフ訓練アプローチ

（3）上記の 3 つのアプローチにはそれぞれ、次の活動が必要であり、ワークショップでは実施の

ために必要な投入と、主として誰が実施の責任者となるかを含めて検討した。

1）「人的資源の強化」（教育者の育成、海外の経験の取り込みなど）

2）「機材・施設の改善」（STCW95 の内容を充足するためのシミュレーションなどの機材と施

設改善など）

3）「ソフトコンポーネントの強化」（カリキュラム・試験・評価の改善など）

（4）トルコ側の投入の主なものは、土地・建物の提供、プロジェクト運営管理上の費用（概算額

を含めて検討した）、維持管理に必要なスタッフの提供と日本側専門家への分野ごとのC／ P

の提供が確認された。

（5）日本側からの投入として期待されるものを具体的に検討し、数名の長期専門家（航海、VTS、

機関、訓練管理）の派遣、調整員の派遣、新たに設置するカリキュラム（シミュレーターな
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ど）に関する分野の短期専門家の派遣及び機材、C ／ P の日本での研修の重要性が高いこと

が確認された。

（6）上記の内容のプロジェクトが実現するための外部条件を確認した。国家プロジェクトであ

るVTS の進捗や、民間商船企業の協力などを、プロジェクト内でコントロールできない要因

として外部条件に入れた。キラー・アサンプション1 は特になかった。

（7）上記の上位目標・プロジェクト目標・成果をモニタリングし、かつ評価するための指標を検

討し、現在の状況から最適と思われるものを選択した。

（8）各活動の暫定的な PO を策定した。各カリキュラムの活動など、より具体的なスケジュール

は第 2 次短期調査において検討することが望まれる。

（9）今回のワークショップ参加者は立場に隔たりはあったものの、前回の経験のある者が多く、

PCM についてより深い理解のもとに真剣な討議が行われた。実際のプロジェクトが始まった

あとの実行主体となる ITUMF のスタッフの多くが、プロジェクトの目的・内容に関して共

通見解をもつに至った。

3 － 2　ワークショップの目的

事前調査では、プロジェクトの実行主体である ITUMF がプロジェクト方式技術協力を受けるの

にふさわしい体制をもつかどうかを調査する必要があり、事前調査でありながら、基礎調査を重

点とした内容となっていた。そのため PCM ワークショップによるプロジェクトの立案についても、

当該セクターにおける問題の所在と、その諸原因の分析までが主要な内容であった。今回は事前

調査の結果を受けて、トルコ側・日本側の双方の参加により、問題解決の手段とプロジェクトの

基本形態を討議し、その結果を PDM 案と PO 案としてまとめることが主要な目的であった。今回

の結果は、第 2 次短期調査における個々の分野の具体的な活動計画につながるものと位置づけら

れる。

3 － 3　実施スケジュールと参加者

調査期間中 3 日間をワークショップにあてた。実施スケジュールと内容は以下のとおり。

1 キラー・アサンプション：達成される見込みが非常に小さい外部条件で、かつプロジェクトがその条件に依存しないよう
に内容を変えることができないときに、その外部条件をキラー・アサンプションと呼ぶ。キラー・アサンプションをもつ
プロジェクトは成功しない。
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（1）実施スケジュール

11 月 2 日（月） 午前 本調査の目的説明、事前調査でのワークショップ分析結果説明

午後 目的系図の修正、アプローチの特定と実施優先度の検討

3 日（火） 午前 PDM 作成（プロジェクト目標、上位目標）

午後 PDM 作成（成果、活動、前提条件、外部条件）

4 日（水） 午前 PDM 作成（投入）

午後 PDM 作成（指標、データ入手手段、PO の検討）

（2）参加者

1）モデレーター：池田　高治

2）トルコ側参加者：

a）イスタンブール工科大学海事学部（ITUMF）

Dr. Osman Kamil SAG 学部長

Dr. Sureyya ONEY 副学部長

Dr. Ahmet BAYULKEN 副学部長

Dr. Nil GULER 海事交通科主任

Capt. Teoman AKIN 操船科主任

Mr. Sezar TLGUR 海事法・貿易・経済科主任

Mr. Sukru YUCEKAYA 機関科シニア講師

Ms. Sabire GOBAN 基礎科学科講師

Ms. Guley BILICAN 基礎科学科講師

Dr. Serap GUNER 海事交通科講師

Mr. Ali COMERT 操船講師

Mr. Nusret BEFIRDI 航海学（電子）講師

Mr. Sitki DSTAOGLU 航海科研究助手

Mr. Gemil YURTOREN 航海科研究助手

Capt. Tanzer SATIR 航海科研究助手

Capt. Munip BAS 航海科研究助手

Dr. Capt. Ozkan POYRAZ 航海科研究助手

Mr. Aydin ERCAN 機関科研究助手

Mr. Isamail DEHAER 機関科研究助手

Mr. Muhsin KADIOGLU 海事交通科研究助手

山本　恒 主任講師
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b）海事庁（UMA）

Mr. Nuzhet BILGIN UMA イスタンブール地区指揮所検査官

3）日本側参加者

村瀬　憲昭 国際協力事業団社会開発協力部社会開発協力第二課職員

3 － 4　ワークショップの結果

ワークショップの結果は、目的系図の改訂版、PDM 案、PO 案にまとめられている。ここでは

プロジェクト概要と投入などについて、議論の結果を紹介する。

（1）目的系図の再確認

今回調査の目的と PCM ワークショップの説明をしたあと、トルコ側から前回作成した目的

系図の再確認を行いたいと申し出があった。調査員はこれを受け入れ、前回の目的系図を再

現し、参加者より追加の意見が提出された。新しい意見も含めて、図－ 1 のように整理した。

前回の系図からの主な修正点は、以下のとおりであった。

・ITUMF において行われている教育・訓練の、STCW95 に即した改善に関して、より具体

的な意見が追加された。

・VTS に従事するスタッフの教育に関する項目が追加された（VTS 自体は、UMA の管轄す

る別プロジェクトであるが、そのスタッフの教育機関として ITUMF が候補となっている

ため）。

・ITUMF が直接関与できない項目の整理

（2）中心課題、優先的対策の決定

新しい目的系図に従い、前回の中心課題「トルコ船舶の海上事故のほとんどが人災に起因す

る」こと、その解決のためには「船員の教育対策が最も重要である」ことが再確認された。そ

して、「安全のための船員の教育対策の改善」は、「STCW95 に即した教育を行うこと」で最も

効率的に達成される、ということが確認された。

したがって中心課題は、「トルコ船員への教育・再訓練・認定制度がSTCW95 に即して行わ

れるようになること」であると合意された。その実現のためには、次の 3 つの対策アプローチ

が、本プロジェクトの柱となることが確認された。

①　ITUMF における教育の強化

②　MSTC における船員再訓練の強化

③　VTS に従事するスタッフへの訓練

3 つのアプローチのうち、最も優先的に対処しなければならないのは、①であり、次いで②、

③と番号の順であること、日本の技術協力もその順番で必要としていることが確認された。
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トルコ船員に
よる事故が減
少する

STCW95に基づくト
ルコ船員の訓練・資
格認定が実施される

IMOが提言
するモデル
コースが改
善される

既存の船員
への再教育
が改善する

ITUMFの教
育・訓練が
STCW95に即
して行われる

船員が基本
的な海事法・
規制に関す
る知識をもつ

船員が危険
海域におけ
る基本的な
知識をもつ

船員への実
践的な訓練
が実施される

不慮の事故に
関する管理政
策が確立する

専門技術の
教官が十分に
確保される

シミュレータ
ーによる訓練
が実施される

VTSに従事
するスタッフが
教育される

シミュレーター
による訓練と評
価が促進される

訓練の質が
向上する

海事産業へ
の女性の参加
が促進される

技術協力が
促進される

VTSシステムが
確立する

海上汚染が
減少する

港湾管制に
する基準が
達成される

管理会社が
設立される

ルールに基
づく船上訓
練・非常時
訓練が改善
される

船舶による
海上汚染、
貨物船損傷
が防止される

コミュニケー
ションにおけ
る誤認が減
少する

船員の労働条
件がSTCW95
に即して改善
される

アプローチ１
ITUMFの教育の改善

アプローチ２
MSTCの訓練改善

アプローチ３
VTSスタッフの訓練

図－1　トルコ海事教育・訓練改善計画目的系図（1998年11月改訂）
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（3）プロジェクト目標及び上位目標

中心課題から「トルコ船員への教育・再訓練・認定制度が STCW95 に即して行われるよう

になること」が、プロジェクト目標となり、上位目標は「トルコ商船の航行の安全性が高まる」

ことであると確認された。

（4）成　果

プロジェクト目標を達成するための 3 つの優先対策の達成が、成果となることが確認され

た。

成果 1．ITUMF におけるオフィサー候補への教育内容を STCW95 に即した水準に向上させ

ること。

成果 2．MSTC における既存の船員（オフィサー・水夫）への再教育内容を STCW95 に即し

た水準に向上させること。

成果 3．VTS スタッフや関係者へのトレーニング・コースを STCW95 に即した内容で創設

すること。

（5）活動と実施における責任機関

それぞれの成果について、必要な活動が検討された。活動は開発の対象となる分野から、「人

的資源の強化」、「施設・機材の強化」、「ソフトコンポーネントの強化」に分けて整理された。

またそれぞれの活動について、実施に際して責任者となるのはどの機関であるかも、同時に

検討された。

1）上記（4）の成果 1.、成果 2.、成果 3. に示した成果を達成するために、共通して必要となる

活動及び主として実施する機関

〔人的資源の強化〕

①　特定技術に専門化された教官の拡充：日本側専門家、学部管理者

②　既存の教官の知識・経験の強化（トルコ海域に独特な危険性の理解など）：日本側専門

家、学部教官

③　海外の海事教育機関との積極的な技術交流（日本への研修生派遣を含む）：日本側専門

家、学部教官

④　シミュレーターによる教育者の養成：日本側専門家、大学教官

〔機材・施設の強化〕

⑤　必要シミュレーターの導入：部分的に JICA の機材供与に依存

⑥　周辺機器の導入：JICA、学部管理者

⑦　適切な施設の準備：学部管理者
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〔ソフトコンポーネント〕

⑧　カリキュラムの開発：日本側専門家、学部教官

⑨　シミュレーターに関するカリキュラムの開発：日本側専門家、学部教官

⑩　試験、評価に関するシステムの改善：学部教官

2）成果 2.（MSTC における既存の船員再教育）を達成するために、特に実施する活動

⑪　英語教育：学部管理者、学部教官

⑫　港湾管理・デザインに関する教育：学部教官、日本側専門家

3）成果 3.（VTS スタッフへの教育）を達成するために、特に実施する活動

⑬　フォローアップのためのコンピューターシステムの開発：MSTC スタッフ、学部教官

（6）前提条件、外部条件

表－ 1 の PDM（案）に示すように、プロジェクトの前提条件と外部条件を設定した。プロ

ジェクトの目標達成を左右するものではないので PDM には示さなかったが、以下の事項は、

それが生じればプロジェクト目標と上位目標の達成は促進されるという意見があった。

・商船組合からプロジェクトに資金援助が行われる（これについてはプロジェクト開始後に

ITUMF が交渉を始める予定である）。

・STCW95 のⅠ／ 12 章（シミュレーターを用いた訓練）が義務となる。

（7）指標及び指標データ入手手段

表－ 1 の PDM（案）に示すように、モニタリング・評価時に用いることを想定して、成果、

プロジェクト目標、上位目標の指標とその入手手段を協議した。この指標はプロジェクト開

始までに更に明確にして（％表示に現状の実数を併記するなど）完成させることが望まれる。

（8）投　入

プロジェクトの活動実施に必要不可欠な投入を、トルコ側・日本側に分けて協議した。

1）トルコ側投入

・それぞれの JICA 長期派遣専門家について 3 ～ 4 人の C ／ P の配置

・活動を実施する ITUMF とMSTC の土地、建物、施設

・学部側スタッフの人件費の拠出

・運営・管理費の拠出2

・コンピューター技師の配置

2　想定されるシミュレーター（操船、機関室、VTS）の運営・管理費として、4 万 US$ を想定した。この額については第 2 次
短期調査などで、更に綿密な見積りが行われることが望まれる。この推定額から大幅に外れない限り、ITUMF は高等教
育審議会に追加的予算の請求により、拠出することが可能とされた。
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・日本人専門家から技術移転を受けたトルコ側スタッフによるシミュレーターシステムの

改訂・刷新

2）日本側に期待する投入

・数人の長期専門家の派遣、例えば航海、VTS、機関、訓練管理など

・プロジェクトリーダー及び調整員の派遣

・特定技術（例えばシミュレーターなど）の短期専門家の派遣

・機材の供与、例えば全面的な操船シミュレーターやVTS シミュレーター、機関室シミュ

レーター

・C ／ P の日本における研修

STCW95 に見合った教育を行うため、シミュレーターの要請は優先度が高く、なかでも

最も必要なのが全面的な操船シミュレーターであり、次いでVTS シミュレーター、機関室

シミュレーターの順であるという意見であった。これらの日本側への投入要請を受けて、第

2 次短期調査で更に詳細な検討が行われることが望まれる。

（9）PO の作成

上記の内容でPDM 案を作成し、それに基づくPO 案を付属資料 2 のように作成した。PO に

ついては、今後第 2 次短期調査からプロジェクト開始にかけて、より詳細なカリキュラムご

との活動計画の策定が望まれる。
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上位目標
＊トルコ商船の航行の安全性が高まる。

プロジェクト目標
＊トルコ船員への教育・再訓練・認定制度がSTCW95

に即して行われるようになること。

成　果
1．ITUMFにおけるオフィサー候補への教育内容を

STCW95に即した水準に向上させること。
2．MSTCにおける既存の船員（オフィサー・水夫）へ
の再教育内容をSTCW95に即した水準を向上させる
こと。

3．VTSスタッフや関係者へのトレーニングコースを
STCW95に即した内容で創設すること。

活　動
1、2、3の成果を達成するために、共通して必要となる
活動、及び主として実施する機関
［人的資源の強化］
①　特定技術に専門化された教官の拡充：日本側専門家、
学部管理者
②　既存の教官の知識・経験の強化（トルコ海域に独
特な危険性の理解など）：日本側専門家、学部教官
③　海外の海事教育機関との積極的な技術交流（日本
への研修生派遣を含む）：日本側専門家、学部教官

プロジェクトの要約

（注１）

2004年までにトルコ船舶の人災による事故が50％減少
する。

1-a 2004年までにITUMFの卒業生が67％増加する。
（注2）

1-b 4年間で資格認定を受ける学生が33％増加する。
1-c ITUMFの卒業生の雇用条件が改善される。
1-d ITUMFの卒業生のうち、国際的な企業に就職する
者が2000％増える。

1-e 新規導入される機材の管理・活用が促進される。

2-a トルコ人オフィサーの再教育への参加が100％増加
する（現在の○○人が△△人になる）。

2-b 再教育コースに参加した船員の試験センター合格
率が100％増加する。

3．VTSコースの受講生が100％VTSスタッフとなる。
投　入
［トルコ側投入］
・それぞれの JICA長期派遣専門家について 3～ 4人の

C／Pの配置
・活動を実施するITUMFとMSTCの土地、建物、施設
・学部側スタッフの人件費の拠出
・運営・管理費の拠出
・コンピューター技師の配置
・日本人専門家から技術移転を受けたトルコ側スタッ
フによるシミュレーターシステムの改訂・刷新

指　標

・トルコ船員により生じた接触事故の記録
・地中海、パリ年次報告書

1-a 高等教育審議会へのITUMF年次報
告書

1-b 卒業生リスト
1-c 国内就職場所リスト
1-d 海外就職場所リスト

1-e1 機材維持記録
1-e2 機材使用記録
2-a 再教育コースリスト

2-b 船員試験リスト

3．VTSコース参加者リスト
投　入
［日本側に期待する投入］
・数人の長期専門家の派遣、例えば航海、

VTS、機関、訓練管理など
・プロジェクトリーダー及び調整員の派遣
・特定技術（例えばシミュレーターなど）
の短期専門家の派遣
・機材の供与、例えば全面的な操船シミ
ュレーターやVTSシミュレーター、機
関室シミュレーター
・C／Pの日本における研修

指標データ入手手段

・現在の需要状況が継続する。

・トルコの国家計画庁への協調
が強化される。

・トルコ商業海事セクターの協
調が強化される。

・トルコ商業海事セクターが学
生にとって魅力的であり続け
ること。

・STCW95の内容が本質的に変
わらないこと。

・VTSスタッフの訓練がITUMF

で実施される。

・ITUMFとMSTCの管理者が安
定して在職していること。

・高等学校の卒業生でITUMFへ
の入学を希望する者が継続し
て多くいること。

・技術協力を受けた ITUMFの
C／Pが学部にとどまること。

・機材が計画どおりに供給され・
到着すること。

外部条件

表－１　プロジェクト・デザイン・マトリックス（案）
プロジェクト：トルコ海事教育・訓練改善計画プロジェクト
 期間：1999～2004年
 ターゲットグループ：トルコ船員
対象地域：イスタンブール工科大学海事学部（ITUMF）
 海事安全訓練センター（MSTC）
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④　シミュレーターによる教育者の養成：日本側専門家、
大学教官

［機材・施設の強化］
⑤　必要シミュレーターの導入：部分的にJICAの機材
供与に依存

⑥　周辺機器の導入：JICA、学部管理者
⑦　適切な施設の準備：学部管理者

［ソフトコンポーネント］
⑧　カリキュラムの開発：日本側専門家、学部教官
⑨　シミュレーターに関するカリキュラムの開発：日
本側専門家、学部教官

⑩　試験、評価に関するシステムの改善：学部教官

成果２（MSTCにおける既存の船員教育）を達成するた
めに、特に実施する活動

⑪　英語教育：学部管理者、学部教官
⑫　港湾管理・デザインに関する教育：学部教官、日
本側専門家

成果３（VTSスタッフへの教育）を達成するために、
特に実施する活動

⑬　フォローアップのためのコンピューターシステム
の開発：MSTCスタッフ、学部教官

プロジェクトの要約 指　標 指標データ入手手段

前提条件
・政府がプロジェクトを推進し、
実施に関して異存のないこと。

外部条件

（注 1）原文は空白だが、ここには次のような指標が入ると考えられ、プロジェクト開始までに合意することが望ましい。
 A）2004年までに、トルコ船舶の接触その他の偶発事故が 50％減少する。
 B）2004年までに、トルコ船舶の PSC件数が 50％減少する。

（注 2）この欄の数値はプロジェクト開始前に、現状の実数と目標数を入れることが望ましい。





付　属　資　料

1．ミニッツ

2．Plan of Operat ion（案）

3．ITUMF から出されたシミュレーター設置案
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